
（証券コード2792）
2025年8月8日

（電子提供措置の開始日 2025年７月30日）
株 主 各 位

福島県いわき市鹿島町走熊字七本松27番地の１
株式会社 ハニーズホールディングス
代表取締役社長 江 尻 英 介

第47回 定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第47回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し

あげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下

記ウェブサイトに電子提供措置事項を掲載しておりますので、当社ウェブサイトに
アクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

当社ウェブサイト
https://www.honeys.co.jp/ir/library/generalmeeting

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記の東証ウェブサイトにアクセスのうえ、「銘柄名（会社名）」に『ハニーズホ
ールディングス』または「コード」に当社証券コード『2792』を入力・検索し、
「基本情報」、「縦覧書類 / PR情報」を順にご選択のうえ、「縦覧書類」にある「株主
総会招集通知 / 株主総会資料」よりご確認くださいますようお願い申しあげます。
なお、当日のご出席に代えて、インターネットまたは書面により議決権を行使す

ることができますので、お手数ながら後記「株主総会参考書類」をご検討のうえ、
３頁の【議決権行使についてのご案内】をご覧いただき、2025年８月25日（月曜
日）午後５時45分までに議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
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記
1. 日 時 2025年８月26日（火曜日）午前11時（受付開始：午前10時）
2. 場 所 福島県いわき市平字一町目１番地

いわきワシントンホテル椿山荘 ３階 アゼリアの間
（末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第47期（2024年６月１日から2025年５月31日まで）事業報告の内容、連

結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類監
査結果報告の件

2. 第47期（2024年６月１日から2025年５月31日まで）計算書類の内容報告
の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）5名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役４名選任の件
第４号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額改定の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

◎電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令および当社定款第17条の規定に基
づき、書面交付請求をいただいた株主さまに対して交付する書面には記載しておりません。
①会計監査人に関する事項 ②業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要
③株式会社の支配に関する基本方針 ④剰余金の配当等の決定に関する方針
⑤連結株主資本等変動計算書 ⑥連結注記表 ⑦貸借対照表 ⑧損益計算書
⑨株主資本等変動計算書 ⑩個別注記表
⑪連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 ⑫会計監査人の監査報告書
したがいまして、書面交付請求をいただいた株主さまに対して交付する書面は、監査等委員会
および会計監査人が監査をした事業報告、連結計算書類および計算書類の一部であります。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させ
ていただきます。

≪当日ご出席される株主さまへ≫
●株主総会終了後の株主懇談会の開催はございません。何卒ご理解いただきますようお願い申
しあげます。
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同封の議決権行使書用紙に賛否を
ご表示いただき、行使期限までに到着
するようご返送ください。議決権行使
書面において、議案に賛否の表示が
ない場合は、賛成の意思表示をされた
ものとして取り扱わせていただきます。

行使期限

2025年８月25日(月)
午後５時45分到着分まで

書　面

同封の議決権行使書用紙を株主総会
当日、会場受付にご提出ください。

株主総会開催日時

2025年８月26日(火)
午前11時(受付開始:午前10時)

株主総会ご出席

当 社 指 定 の 議 決 権 行 使 サ イト
( h t t p s : / / s o u k a i . m i z u h o - t b .
c o . j p /）にアクセスしていただき、
行使期限までに賛否をご入力ください。

行使期限

2025年８月25日(月)
午後５時45分行使分まで

インターネット

詳細は次頁をご参照ください。

議決権行使についてのご案内
次のいずれかの方法により、議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

インターネットにより議決権を行使される場合の注意点
・同封の議決権行使書用紙に記載の議決権行使コードおよびパスワードをご利用のうえ、画面
の案内に従って議案に対する賛否をご入力ください。

・パスワードは、議決権を行使される方が株主さまご本人であることを確認するための重要な
情報ですので、大切にお取り扱いください。

・議決権行使サイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続料金および通信事業者への通信
料金は株主さまのご負担となります。

・議決権行使書の郵送とインターネットによる方法の双方で議決権を行使された場合は、イン
ターネットによる議決権の行使を有効とさせていただきます。

・インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を
有効とさせていただきます。

機関投資家の
皆さまへ

株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームのご利用を事前に申
し込まれた場合には、当該プラットフォームより議決権を行使いただけます。
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QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力
することなく議決権行使ウェブサイトに
ログインすることができます。

議決権行使ウェブサイト

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/
同封の議決権行使書用紙に記載された ｢スマート
フォン用議決権行使ウェブサイトログインQR
コード」を読み取ってください。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

議決権行使ウェブサイトに
アクセスしてください。

議決権行使書用紙に記載された
｢議決権行使コード」をご入力ください。

議決権行使書用紙に記載された
｢パスワード」をご入力ください。

以降は画面の案内に従って賛否を
ご入力ください。

※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。

「次へすすむ」
をクリック

「議決権行使
コード」を入力

「次へ」をクリック

実際にご使用に
なる新しいパス
ワードを設定し
てください

「初期パスワード」
を入力

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル

0120-768-524 受付時間
年末年始を除く午前９時～午後９時

｢スマート行使」での議決権行使は１回に限り可能です｡
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがPC向けサイト
へアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・「パス
ワード」を入力してログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ
遷移できます。

「登録」をクリック

インターネットによる議決権行使のご案内
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第47期 期末配当金についてのお知らせ

当社は定款に基づき、剰余金の配当等につきましては、取締役会の決議によって決定するこ
とといたしております。
つきましては、2025年７月22日開催の当社取締役会において、第47期の期末配当金につ

き決議をいたしましたので、下記のとおりお知らせ申しあげます。

記

1. 株主に対する配当財産の
割当てに関する事項およ
びその総額

当社普通株式 １株につき金30円
総額 836,243,310 円

( 年間配当金は55円であります。なお、中間配当
金につきましては、2025年１月に１株当たり
25円をお支払いしております。 )

2. 効 力 を 生 ず る 日
（効 力 発 生 日）

2025年８月12日（火曜日）

3. 配当金のお支払いについ
て

期末配当金は、同封の「期末配当金領収証」により、お近くの
ゆうちょ銀行本支店および出張所ならびに郵便局（銀行代理業
者）で2025年９月30日までにお受け取りください。
また、配当金の口座振込をご指定の方には、「配当金計算書」
および「お振込先について」を、株式数比例配分方式をご指定
の方には、「配当金計算書」および「配当金のお受け取り方法
について」を同封いたしましたので、ご確認ください。

以 上
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株主総会参考書類
議案および参考事項
第１号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由

当社の今後のさらなる成長に向けた内部管理体制の充実に対応するとともに、グループ経
営管理の強化を図るため、現行定款第20条第１項に定める取締役の員数の上限を5名から7
名に変更するものであります。
２．変更の内容

変更の内容は、次のとおり（下線部）であります。
現行定款 変更案

第１条〜第１９条 （条文省略） 第１条〜第１９条 （現行どおり）

（員数）
第２０条 当会社の取締役（監査等委員である取締役

を除く。）は、５名以内とする。
２ （条文省略）

（員数）
第２０条 当会社の取締役（監査等委員である取締役

を除く。）は、７名以内とする。
２ （現行どおり）

第２１条〜第３７条 （条文省略） 第２１条〜第３７条 （現行どおり）

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名全員は、本総会終結の時をもって任期満

了となります。
つきましては、経営体制の一層の強化を図るため１名増員し、取締役（監査等委員である

取締役を除く。）５名の選任をお願いするものであります。
なお、当社は取締役の選任・報酬に関する諮問機関として、指名報酬委員会を設置してお

ります。取締役候補者の選任にあたっては、指名報酬委員会における各候補者に関する審議
を踏まえ、取締役会にて決定しております。
また、監査等委員会においては、指名報酬委員会に委員として出席した、監査等委員であ

る社外取締役３名より報告を受けて、本議案について協議した結果、特に指摘すべき事項は
なく、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）として適任であると判断しており
ます。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株式の数

１

江
え じ り

尻 義
よ し ひ さ

久
（1946年９月２日生）

男性

【再任】

1969年４月 エジリ帽子店 入社
1978年６月 有限会社エジリ（現株式会社ハニーズホールデ

ィングス） 専務取締役
1985年３月 株式会社ハニークラブ 代表取締役社長
1986年10月 当社 代表取締役社長
2006年４月 好麗姿（上海）服飾商貿有限公司 董事長
2021年８月 当社 代表取締役会長（現任） 830,000株

取締役候補者とした理由
江尻義久氏は、1986年に当社代表取締役社長に就任して以来、当社の経営を指揮し、リ
ーダーシップを発揮して今日の当社グループを築き上げてきました。また、2021年８月
から就任した当社代表取締役会長としてこれまでの豊富な経験を活かし、引き続き当社
グループの持続的な成長と企業価値向上への貢献が期待できることから、取締役として
選任をお願いするものであります。

２

江
え じ り

尻 英
え い す け

介
（1976年１月24日生）

男性

【再任】

2001年６月 当社 入社
2006年４月 好麗姿（上海）服飾商貿有限公司 董事
2006年８月 当社 執行役員店舗開発部長
2007年８月 当社 取締役執行役員企画開発本部長
2009年８月 当社 取締役執行役員営業本部長
2009年８月 当社 取締役常務執行役員営業本部長
2010年６月 当社 取締役常務執行役員商品本部長
2012年３月 Honeys Garment Industry Limited

取締役（現任）
2015年７月 株式会社ハニークラブ 取締役
2016年７月 株式会社ハニーズ分割準備会社（現株式会社ハ

ニーズ） 代表取締役社長（現任）
2019年８月 当社 取締役専務執行役員営業本部長
2021年８月 当社 代表取締役社長（現任）

826,000株

取締役候補者とした理由
江尻英介氏は、当社入社以来、店舗開発・運営、商品企画の業務責任者を歴任し、豊富
な経験を有しております。また、グループ販売子会社の代表取締役および海外製造子会
社の取締役を務め、2021年８月からは当社代表取締役社長として、当社グループの経営
を統括しております。引き続き当社グループの持続的な成長と企業価値向上への貢献が
期待できることから、取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株式の数

３

大
お お う ち

内 典
の り こ

子
（1963年11月２日生）

女性

【再任】

1983年８月 株式会社ボン 入社
1985年６月 株式会社ハニークラブ 入社
2000年７月 当社 入社
2006年８月 当社 執行役員商品デザイン部長
2012年８月 当社 執行役員商品デザイン部長

兼 シネマクラブ事業部長
2015年８月 当社 執行役員商品デザイン部長

兼 アセアン・CB事業部長
2016年６月 当社 執行役員商品デザイン部長

兼 シネマクラブ事業部長
2016年８月 Honeys Garment Industry Limited

取締役（現任）
2016年８月 当社 取締役執行役員商品デザイン部長

兼 シネマクラブ事業部長
2016年９月 当社 取締役執行役員商品本部副本部長

兼 商品企画部長
2018年８月 当社 取締役執行役員商品本部副本部長

兼 商品デザイン部長
2019年８月 当社 取締役常務執行役員商品本部長

兼 商品デザイン部長
2021年８月 当社 取締役常務執行役員商品本部長（現任）

17,600株

取締役候補者とした理由
大内典子氏は、当社入社以来、商品企画業務全般に携わり、豊富な経験を有しているほ
か、グループ海外製造子会社の取締役を務めるなど経営に関して豊富な経験と知見を有
しております。今後も当社グループの持続的な成長と企業価値向上への貢献が期待でき
ることから、取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株式の数

４

佐
さ と う

藤 成
し げ の ぶ

展
（1975年７月10日生）

男性

【再任】

1999年４月 株式会社伊勢丹 入社
2005年10月 当社 入社
2007年８月 当社 人事部長
2011年８月 当社 執行役員人事部長
2013年２月 株式会社ハニーズハートフルサポート 代表取締

役社長（現任）
2016年７月 株式会社ハニーズ分割準備会社（現株式会社ハ

ニーズ） 取締役（現任）
2016年８月 当社 取締役執行役員人事部長
2016年９月 当社 取締役執行役員管理本部副本部長

兼 人事部長
2019年８月 当社 取締役常務執行役員管理本部長

兼 人事部長（現任）

1,000株

取締役候補者とした理由
佐藤成展氏は、当社入社以来、人事業務をはじめとした管理業務全般に携わり、豊富な
経験を有しているほか、グループ子会社の代表取締役を務めるなど経営に関して豊富な
経験と知見を有しております。今後も当社グループの持続的な成長と企業価値向上への
貢献が期待できることから、取締役として選任をお願いするものであります。

5

松
ま つ も と し ょ う じ

本 昭 二
（1965年７月28日生）

男性

【新任】

1989年４月 当社 入社
2005年 7 月 当社 執行役員総務部長
2015年 7 月 株式会社ハニーズハートフルサポート 監査役
2019年 7 月 同社 取締役（現任）
2019年 8 月 当社 上席執行役員管理本部副本部長

兼 総務部長（現任）
2022年 9 月 株式会社ハニーズ 取締役（現任） 28,440株

取締役候補者とした理由
松本昭二氏は、当社入社以来、総務業務をはじめとした管理業務全般に携わり、豊富な
経験を有しているほか、グループ子会社の取締役を務めるなど経営に関して豊富な経験
と知見を有しております。今後も当社グループの持続的な成長と企業価値向上への貢献
が期待できることから、取締役として選任をお願いするものであります。

（注）1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 会社法施行規則第74条に定める、取締役の選任に関する議案に記載すべき事項につきましては、上

記の他に特記すべき事項はありません。
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第３号議案 監査等委員である取締役４名選任の件
監査等委員である取締役４名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、監査等委員である取締役４名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案につきましては、指名報酬委員会の審議を経たうえで、監査等委員会の同意

を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株式の数

１

西
に し な

名 孝
たかし

（1951年12月30日生）
男性

【再任】

1976年４月 株式会社常陽銀行 入行
2005年７月 当社 入社
2005年７月 株式会社ハニークラブ 取締役
2005年８月 当社 常務取締役管理本部長
2006年４月 好麗姿（上海）服飾商貿有限公司 董事
2007年８月 当社 取締役常務執行役員管理本部長
2015年７月 株式会社ハニーズハートフルサポート 取締役
2016年７月 株式会社ハニーズ分割準備会社（現株式会社ハ

ニーズ） 監査役
2017年２月 同社 取締役
2019年７月 株式会社ハニーズハートフルサポート 監査役

（現任）
2019年８月 当社 取締役（監査等委員）（現任）

1,500株

監査等委員である取締役候補者とした理由
西名孝氏は、金融機関を経た後、当社入社以来、管理部門を統括する取締役のほか、グ
ループ子会社の取締役を務めるなど経営に関して豊富な経験と幅広い知見を有しており、
経営全般の監視と有効な助言を期待し、監査等委員である取締役として選任をお願いす
るものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株式の数

２

國
く に い

井 達
た つ お

夫
（1958年８月28日生）

男性

【再任】

1987年４月 沖電気工業株式会社 入社
1999年11月 司法試験合格
2001年10月 弁護士登録（福島県弁護士会）

國井法律事務所開設 所長（現任）
2005年８月 当社 取締役
2015年８月 当社 取締役（監査等委員）（現任）

―株監査等委員である社外取締役候補者とした理由および期待される役割
國井達夫氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有して
いることから、その職歴を通して培った専門的な知識と見識を当社の監査に反映してい
ただくため、監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであります。上
記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断しております。な
お、同氏の社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって20年であり、うち監査等委
員である社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって10年となります。

３

鈴
す ず き

木 芳
よ し お

郎
（1958年１月28日生）

男性

【再任】

1985年10月 新光監査法人 入所
1991年８月 鈴木公認会計士・税理士事務所開設 所長

（現任）
2012年８月 有限会社東北企業会計センター 代表取締役

（現任）
2015年８月 当社 取締役（監査等委員）（現任）

―株監査等委員である社外取締役候補者とした理由および期待される役割
鈴木芳郎氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知
見を有していることから、会計業務の経験を通して培った専門的な知識と見識を当社の
監査に反映していただくため、監査等委員である社外取締役として選任をお願いするも
のであります。上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断
しております。なお、同氏の監査等委員である社外取締役就任期間は、本総会終結の時
をもって10年となります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株式の数

４

金
か ね こ

子 基
も と ひ ろ

宏
（1958年９月５日生）

男性

【再任】

1981年４月 株式会社第一勧業銀行（現株式会社みずほ銀行）
入行

2002年４月 株式会社みずほ銀行 駒込霜降支店長
2006年３月 同行 秘書室長
2009年４月 同行 執行役員秘書室長
2009年４月 同行 執行役員本店長
2011年４月 同行 常務執行役員本店長
2011年６月 同行 常務執行役員
2012年６月 みずほ情報総研株式会社（現みずほリサーチ＆

テクノロジーズ株式会社） 代表取締役副社長
2014年６月 ヒビノ株式会社 社外監査役
2019年 4 月 中央不動産株式会社（現中央日本土地建物株式

会社）顧問（現任）
2019年８月 当社 取締役（監査等委員）（現任）
2021年６月 ヒビノ株式会社 社外取締役（現任）

―株

監査等委員である社外取締役候補者とした理由および期待される役割
金子基宏氏は、金融機関の執行役員および事業会社の取締役としての豊富な経験と、企
業会計および企業統治に関する知見を有しており、その幅広い知識と見識を当社の監査
等に反映していただくため、監査等委員である社外取締役として選任をお願いするもの
であります。上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断し
ております。なお、同氏の監査等委員である社外取締役就任期間は、本総会終結の時を
もって６年となります。

（注）1. 監査等委員である各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 國井達夫氏、鈴木芳郎氏および金子基宏氏は、社外取締役候補者であります。
3. 当社は、國井達夫氏、鈴木芳郎氏および金子基宏氏を株式会社東京証券取引所が指定を義務付ける

一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として届出ております。
4. 当社は現在、西名孝氏、國井達夫氏、鈴木芳郎氏および金子基宏氏との間で会社法第427条第１項

の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に
基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める額を限度としております。各氏が再
任された場合、当該契約を継続する予定であります。

5. 会社法施行規則第74条の３に定める、監査等委員である取締役の選任に関する議案に記載すべき事
項につきましては、上記の他に特記すべき事項はありません。

― 12 ―

2025年07月22日 16時53分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



第４号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額改定の件
当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2015年８月18日開催

の定時株主総会において、固定報酬枠（年額80百万円以内）と業績連動型の変動報酬枠（年
額40百万円以内）をあわせた年額120百万円以内（ただし使用人給与は含まない）とご決議
いただき今日に至っております。
現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は４名でありますが、第１号議案

が原案どおり承認可決されますと、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の上限員数は
７名となることから、固定報酬枠（年額120百万円以内）と業績連動型の変動報酬枠（年額
60百万円以内）をあわせた年額180百万円以内（ただし使用人給与は含まない）と改めさせ
ていただきたいと存じます。
本議案につきましては、指名報酬委員会の審議・答申を踏まえ、第１号議案が原案どおり

承認可決された場合における取締役（監査等委員である取締役を除く。）の上限員数および今
後の経済情勢等諸般の事情などを総合的に勘案したうえ、事業報告「４．会社役員に関する
事項（３）取締役の報酬等」に記載の「取締役の報酬等の内容に係る決定方針」に照らして
取締役会で決定しており、相当であるものと判断しております。
また、監査等委員会において本議案について協議した結果、特段の意見はございませんで

した。
なお、第２号議案が原案どおり承認可決されますと、対象となる取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）の員数は、本総会終結の時から5名となります。

以 上
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（ご参考）本招集ご通知記載の候補者を原案どおりにご承認いただいた場合の取締役会構成およ
びスキルマトリックスは以下のとおりであります。

企業経営 事業戦略 商品企画
SCM

IT
DX

法務
リスク
管理

財務会計 ESG 海外事業

江尻義久 代表取締役
会長 社内 ● ● ● ● ● ● ●

江尻英介 代表取締役
社長 社内 ● ● ● ● ● ●

大内典子
取締役
常務執行役員
商品本部長

社内 ● ● ● ● ●

佐藤成展
取締役
常務執行役員
管理本部長

社内 ● ● ● ● ● ●

松本昭二
取締役
上席執行役員
総務･物流統括

社内 ● ● ● ● ●

西名 孝 取締役
監査等委員長 社内 ● ● ● ● ● ●

國井達夫 取締役
監査等委員 社外 ● ●

鈴木芳郎 取締役
監査等委員 社外 ● ●

金子基宏 取締役
監査等委員 社外 ● ● ● ● ●

（注）上記は特に専門性の発揮を期待する分野を示しており、取締役が保有する経験や知見の全てを表すもの
ではありません。
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事 業 報 告

（2024
2025

年
年

６
５

月
月

１
31

日から
日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果

① 事業の状況
当連結会計年度における我が国経済は、雇用・所得環境の改善などを背景に、景気は緩

やかな回復傾向となりました。一方、原材料高やエネルギー価格、為替変動などの影響も
あり、食料品や生活必需品を中心とする物価上昇の継続が消費者マインドを下押しするな
ど、依然として先行き不透明な状況が続いております。婦人服専門店業界においては、原
材料高や円安水準の継続等による仕入コストの上昇により、引き続き厳しい経営環境が続
きました。
このような状況のなか、当社グループは高いアセアン生産比率を維持し、「高感度・高

品質・リーズナブルプライス」をキーコンセプトとして掲げ、お客様視点による「高品質
な商品、丁寧な接客、居心地の良い店舗」の実現に努めました。また、お客様のニーズに
対応した商品企画、自社ECサイトのパフォーマンスやユーザビリティの向上を継続した
ほか、SNS等を活用した集客・販促活動を積極的に展開しました。
当連結会計年度におきましては、売上高577億１百万円（前年同期比2.0％増）、営業利

益59億６百万円（同15.3％減）、経常利益59億89百万円（同17.7％減）、親会社株主に
帰属する当期純利益37億32百万円（同23.5％減）となりました。
売上高につきましては、残暑や気温の寒暖差に合わせた売場づくりに努め、お客様の需

要に沿った商品を適時に提供するとともに、商品の品質向上と適正な価格への見直しを随
時実施したことで、前年同期比は増収となりました。
ＥＣ事業は在庫の充実を図り、EC限定商品の販売など好調に推移しました。また、ユ

ーザビリティの改善に努め、ECサイト内の回遊率など向上を図ったことで自社ECサイト
を中心に伸長しました。
収益面につきましては、引き続きEC事業が伸長したことや、価格見直しを適宜実施し

たほか、適切な商品投入や在庫コントロールに努めました。また、高いアセアン生産比率
を維持し、ミャンマー子会社での生産を有効に活用して安定した商品供給を実施しました
が、原価上昇の影響に加え、気温の寒暖差の影響や物価上昇による消費者の節約志向の根
強さもあって商品消化を進めた結果、売上総利益率は59.2％（前年同期比1.1ポイント
減）となりました。
販売費及び一般管理費につきましては、282億44百万円（前年同期比4.1％増）と増加
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し、販管費率は49.0％（前年同期比1.0ポイント増）となりました。人件費は、概ね計画
どおりの進捗となりましたが、給与のベースアップ等で増加しました。店舗費は、主に売
上増加に伴う店舗使用料や販促活動に基づくWEB広告費などが増加しました。その他経
費では、主にEC商品発送費用やキャッシュレス決済の利用増加に伴う手数料等が増加し
ました。
以上の結果、売上高は増収となりましたが、売上総利益率の低下に加え販売費及び一般

管理費が増加したことで、減益となりました。
店舗展開につきましては、引き続きスクラップアンドビルドを進めた結果、当連結会計

年度末における国内店舗数は872店舗となりました。

② 品目別売上高の概況

品目

前連結会計年度 当連結会計年度

（2023
2024

年
年

６
５

月
月

１
31

日から
日まで） （2024

2025
年
年

６
５

月
月

１
31

日から
日まで）

売上高（百万円） 構成比（％） 売上高（百万円） 構成比（％） 前期比（％）

商
品
売
上

トップス 30,691 54.3 31,093 53.9 101.3

ボトムス 10,482 18.5 10,911 18.9 104.1

外衣 8,623 15.3 8,301 14.4 96.3

雑貨 6,754 11.9 7,377 12.8 109.2

小計 56,552 100.0 57,684 100.0 102.0
その他の収益 19 0.0 17 0.0 88.6

合計 56,571 100.0 57,701 100.0 102.0

（注）その他の収益は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入等であります。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度におきましては、年間を通じて店舗展開を実施し、総額39億37百万円

（差入保証金含む）の投資を実施いたしました。その主なものは以下のとおりであります。
なお、営業能力に重要な影響を及ぼす設備の除却等はありません。

・ヨシヅヤ津島本店店（愛知県）をはじめとする計18店舗の新規出店
・既存店活性化のため計72店舗の改装
・日本において物流センターのEC棟増築等
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（3）資金調達の状況
当連結会計年度に、株式または社債の発行による資金調達はありません。

（4）対処すべき課題
新たな中期経営計画を踏まえ、以下の課題に取り組んでまいります。

１．既存事業の強化
（１）店舗売上の拡大
① 商品力の強化

商品ラインアップや取り扱いアイテムの拡大を図っていくほか、トレンド情報やAI
技術を活用した新たな商品企画の推進により、多様なお客様にご支持いただける「よ
り良い商品」の実現に向けて取り組んでまいります。

② 販売力の強化
全国の店舗それぞれにおいて、思わず入りたくなるような「魅力がある売り場、居

心地がよい接客」を実現し、顧客満足度の向上に努めてまいります。また、出店地域
や顧客層の特性に応じた売場づくりを目指していくほか、来店や購入動機へつながる
販促活動の充実にも努めてまいります。

③ 出店・改装
スクラップアンドビルドを継続していくほか、売上・集客の拡大が見込めるエリア

への店舗展開を積極的に実施してまいります。また、既存店においては、適宜好立地
への移転や増床等により、売上拡大に貢献してまいります。

（２）EC事業の拡大・強化
① 商品力の強化

EC限定商品のラインアップ拡充や取り扱いサイズの拡張を図り、店舗との差別化
によるEC経由での購入機会の拡充を目指してまいります。

② 販売力の強化
販促コンテンツの充実を図っていくほか、SNS等を活用した情報発信の強化や顧客

とのリアルタイムな接点の拡充により、ファンの創出とともに店舗との相互送客へ向
けたサービスの向上に取り組んでまいります。

③ 利便性の向上
自社ECサイト・アプリのユーザビリティ向上を図っていくほか、店舗との連携強

化に向けたサービスの見直しを適宜行い、顧客満足度の向上やリピート購入の拡大を
目指してまいります。
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２．新たな取り組みの深化
ブランドの認知度拡大とブランド育成を図ってくほか、売上規模拡大を目指した新た

な業態の開発に努めてまいります。

３．事業基盤の整備
① DX推進

販売動向や商品企画・仕入精度の向上、在庫管理・コントロールの最適化など、事
業基盤の強化や生産性の向上につながる業務の効率化へ向けて、デジタル化を進めて
まいります。また、お客様へ最適な情報を発信するためのツール導入やOMO（リア
ルとデジタルの融合）実現に向けた物流機能の強化に取り組んでまいります。

② 人材活躍に向けた取り組み
当社グループの将来を支える多様な人材の確保と育成に向けて、ワークライフバラ

ンスの充実を図っていくほか、業務の効率化と働きやすい就業環境の整備を行い、ES
（従業員満足度）の向上に取り組んでまいります。

③ サステナビリティ推進
環境配慮型商品の開発を強化していくほか、TCFD提言に基づく気候変動によるリ

スク情報開示対応への取り組みを進めてまいります。また、ミャンマー子会社をはじ
めとするサプライチェーン全体にかかるサステナブル課題の解決を目指してまいりま
す。
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（5）財産および損益の状況の推移
（単位：百万円）

期別

項目
第 44 期

2022年５月期
第 45 期

2023年５月期
第 46 期

2024年５月期

第 47 期
（当連結会計年度）

2025年５月期
売 上 高 47,695 54,888 56,571 57,701

経 常 利 益 5,057 8,021 7,281 5,989
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 3,255 5,336 4,876 3,732

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 116円80銭 191円51銭 175円01銭 133円92銭

総 資 産 46,579 50,144 52,839 52,997

純 資 産 37,754 40,754 44,799 44,706

（注） 各連結会計年度の主な変動要因は以下のとおりであります。
（1）第44期の売上高につきましては、新型コロナウイルス感染症の全国的な拡大の影響を受けました

が、３月以降第４四半期は、３年ぶりの行動制限のないゴールデンウィークとなるなど制限の緩和
を受けて人流が回復し、お出かけ需要も回復したことで増収となりました。また、ＥＣ事業の伸長
に加え、アセアン生産での仕入原価低減に努めたほか、プロパー消化の精度向上、販売チャンスロ
スの低減にも努め、高い売上総利益率を確保することができたことで、販売費及び一般管理費が前
期比増となりましたが、増収増益となりました。

（2）第45期の売上高につきましては、新型コロナウイルス感染症の感染の落ち着きにより自粛傾向も和
らぎ、外出機会の増加に伴って人流が回復したことで増収となりました。収益面につきましては、
引き続きＥＣ事業の伸長に加え、適切な在庫コントロールのもとプロパー消化の促進と値引きの抑
制を行い、需要に沿った商品投入によって販売チャンスロスの低減に努めました。また、高いアセ
アン生産比率を活かした安定的な商品供給とミャンマー子会社の生産効率向上に努め、適正価格追
求のもと一部商品の価格見直しを実施しました。売上高及び売上総利益の確保により、販売費及び
一般管理費は前期比増となりましたが、増収増益となりました。

（3）第46期の売上高につきましては、外出需要が回復したほか、気温に合わせた売場づくりやお客様の
需要に沿った商品の提供、また商品の品質の向上と適正価格への見直しを実施したことで、前年同
期比で増収となりました。収益面につきましては、引き続きＥＣ事業の伸長に加え、適正価格への
見直しを実施したほか、適時適切な商品投入や在庫コントロールのもと、プロパー消化の促進と値
引きの抑制に努めました。売上総利益率は高い水準を維持しましたが、円安水準の継続等による仕
入コストが上昇したことにより、増収減益となりました。

（4）第47期（当連結会計年度）につきましては、前記「（1）事業の経過およびその成果」に記載のと
おりであります。
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（6）重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主要な事業内容

株 式 会 社 ハ ニ ー ズ 100百万円 100％ 婦人服の販売

Honeys Garment Industry Limited 3,150万米ドル 100％ 婦人服の製造

（注） 事業年度末日における特定完全子会社につきましては、該当事項はありません。

（7）主要な事業内容
当社グループは、当社および連結子会社２社で構成され、婦人衣料および服飾雑貨の製造

販売事業（SPA）として、衣料品および服飾品の企画、販売ならびに製造を行っておりま
す。
事業内容は以下のとおりです。

事業区分 主な事業内容 会社名

国内事業

グループ会社の経営管理、婦人衣料
および服飾雑貨の企画ならびに卸売
業等

株式会社ハニーズホールディングス

婦人衣料および服飾雑貨の小売業 株 式 会 社 ハ ニ ー ズ

ミャンマー事業 婦人衣料の製造業 Honeys Garment Industry Limited

（8）主要な営業所
当 社 本 社 福島県いわき市鹿島町走熊字七本松27番地の１

物流センター 福島県いわき市
東京事務所 東京都渋谷区
大阪事務所 大阪府大阪市北区
上海事務所 中華人民共和国上海市

子 会 社 株 式 会 社 ハ ニ ー ズ 本 社 福島県いわき市
Honeys Garment Industry Limited 本 社 ミャンマー連邦共和国ヤンゴン管区

第１工場 ミャンマー連邦共和国ヤンゴン管区
第２工場 ミャンマー連邦共和国ヤンゴン管区
第3工場 ミャンマー連邦共和国ヤンゴン管区

店 舗 国内（全国47都道府県） 872店舗 PS１店舗 計873店舗
（注） PSは、パートナーショップを示しております。
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（9）使用人の状況
① 企業集団の使用人の状況

事業部門の名称 使用人数（名） 前連結会計年度末比増減

販 売 部 門 1,297 39名減〔 1,852〕

製 造 部 門 4,934 335名増〔 0〕

配 送 部 門 42 1名増〔 156〕

管 理 部 門 135 6名増〔 7〕

合 計 6,408 303名増〔 2,015〕
（注）1. 使用人数は就業人員であります。

2. 使用人数欄の〔外書〕は、臨時雇用者（年平均雇用人員：１日８時間換算）であります。

② 当社の使用人の状況
使 用 人 数（名） 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢（歳） 平均勤続年数（年）

189 9名増 41.8 13.4〔 164〕
（注）1. 使用人数は就業人員であります。

2. 使用人数欄の〔外書〕は、臨時雇用者（年平均雇用人員：１日８時間換算）であります。

（10）主要な借入先
該当事項はありません。

（11）事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
該当事項はありません。

（12）他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

（13）吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

（14）他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
該当事項はありません。

（15）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 104,400,000株

（2）発行済株式の総数 27,900,000株（自己株式25,223株を含む）

（3）株主数 64,589名

（4）大株主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％
株 式 会 社 Ｅ ・ Ｅ ・ Ｙ 9,320 33.44

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,639 5.88

公 益 財 団 法 人 ハ ニ ー ズ 財 団 1,000 3.59

江 尻 義 久 830 2.98

江 尻 英 介 826 2.96

江 尻 あ い 子 636 2.28

福 山 通 運 株 式 会 社 421 1.51

ＴＨＥ ＮＯＭＵＲＡ ＴＲＵＳＴ ＡＮＤ ＢＡＮＫＩＮＧ ＣＯ．， ＬＴＤ． ＡＳ ＴＨＥ ＴＲＵＳＴＥＥ ＯＦ ＲＥＰＵＲＣＨＡＳＥ ＡＧＲＥＥＭＥＮＴ ＭＯＴＨＥＲ ＦＵＮＤ 416 1.49

M S I P C L I E N T S E C U R I T I E S 251 0.90

ＢＮＰ ＰＡＲＩＢＡＳ ＮＥＷ ＹＯＲＫ ＢＲＡＮＣＨ − ＰＲＩＭＥ ＢＲＯＫＥＲＡＧＥ ＳＥＧＲＥＧＡＴＩＯＮ ＡＣＣＯＵＮＴ 245 0.88

（注） 持株比率は、自己株式（25,223株）を控除して計算しております。

3. 会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等（2025年５月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 江 尻 義 久

代 表 取 締 役 社 長 江 尻 英 介 株 式 会 社 ハ ニ ー ズ 代 表 取 締 役 社 長
Honeys Garment Industry Limited 取締役

取 締 役 大 内 典 子 常 務 執 行 役 員 商 品 本 部 長
Honeys Garment Industry Limited 取締役

取 締 役 佐 藤 成 展
常務執行役員管理本部長 兼 人事部長
株 式 会 社 ハ ニ ー ズ 取 締 役
株式会社ハニーズハートフルサポート 代表取締役社長

取 締 役
（常勤監査等委員） 西 名 孝 監 査 等 委 員 長

株式会社ハニーズハートフルサポート 監査役
取 締 役
（監 査 等 委 員） 國 井 達 夫 弁 護 士

國 井 法 律 事 務 所 所 長

取 締 役
（監 査 等 委 員） 鈴 木 芳 郎

公 認 会 計 士
鈴 木 公 認 会 計 士 ・ 税 理 士 事 務 所 所 長
有限会社東北企業会計センター 代表取締役

取 締 役
（監 査 等 委 員） 金 子 基 宏

指 名 報 酬 委 員 長
ヒ ビ ノ 株 式 会 社 社 外 取 締 役
中 央 日 本 土 地 建 物 株 式 会 社 顧 問

（注）1. 取締役（監査等委員）國井達夫氏、鈴木芳郎氏および金子基宏氏は、会社法第２条第15号に定める
社外取締役であります。なお、当社は國井達夫氏、鈴木芳郎氏および金子基宏氏を株式会社東京証
券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として届出ており
ます。

2. 当社は、情報収集および内部監査部門との連携強化等により、監査・監督機能の充実を図るととも
に、監査の実効性を確保するため、西名孝氏を常勤の監査等委員として選定しております。

3. 取締役（監査等委員）鈴木芳郎氏および金子基宏氏は、次のとおり、財務および会計に関する相当
程度の知見を有しております。

（1）鈴木芳郎氏は、公認会計士の資格を有しております。
（2）金子基宏氏は、金融機関の執行役員および事業会社の取締役としての豊富な経験と、企業会計お

よび企業統治に関する知見を有しております。
4. 取締役（監査等委員）國井達夫氏が兼職している他の法人等と当社との間には、重要な関係はあり

ません。
5. 取締役（監査等委員）鈴木芳郎氏が兼職している他の法人等と当社との間には、重要な関係はあり

ません。
6. 取締役（監査等委員）金子基宏氏が兼職している他の法人等と当社との間には、重要な関係はあり

ません。
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役および非業務執行取締役と会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責
任限度額は、同法第425条第１項に定める額を責任の限度としております。

（3）取締役の報酬等
① 当事業年度に係る報酬等の総額等

区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の額（百万円）
支給人員

基本報酬 業績連動報酬等

取締役（監査等委員である取締役を除く。） 75 68 ６ ４名
監 査 等 委 員 で あ る 取 締 役

（うち社外取締役）
18

（12）
18

（12）
ー

（ー）
４名

（３名）
合 計 93 87 ６ ８名

（注）1. 非金銭報酬等はありません。
2. 取締役の報酬限度額は以下のとおりであります。
（1）取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2015年８月18日開催の定時株主総

会において、固定報酬枠（年額80百万円以内）と業績連動型の変動報酬枠（年額40百万円以内）
をあわせた年額120百万円以内（ただし使用人給与は含まない）と決議しております。当該株主
総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は、３名であります。

（2）監査等委員である取締役の報酬限度額は、2015年８月18日開催の定時株主総会において年額30
百万円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は、４
名であります。

3. 上記のほか、社外取締役が兼務する当社子会社等から受けた役員としての報酬等はありません。
② 取締役の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

当社は、2021年2月19日開催の取締役会において、取締役の報酬等の内容に係る決定
方針等を決議しております。

③ 取締役の報酬等の内容に係る基本方針
当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機

能するよう株主利益を意識した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては、各
職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。具体的には、業務執行
取締役の報酬は、基本報酬としての固定報酬と業績に連動した変動報酬により構成し、監
督機能を担う監査等委員である取締役については、その職務を鑑み、固定報酬のみを支払
うこととしております。
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④ 基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
当社の取締役の固定報酬は、固定報酬年額を12分割して月例で支払うこととしており

ます。個人別の固定報酬額については、それぞれの役位、職責、在任年数に応じて当社の
業績、従業員給与の水準のほか他社水準なども考慮しながら、総合的に勘案して決定する
こととしております。

⑤ 業績連動報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針
業績連動の変動報酬は、業績指標を反映した現金報酬とし、当社グループ全体の業績向

上に対する意識を高めるため、各事業年度の連結営業利益率を業績指標として、その目標
値に対する達成度合いに応じて算出された額を役員賞与として毎年、一定の時期に支給し
ております。目標となる業績指標の値は、各事業年度の期首に策定する事業計画（連結）
に基づいて設定し、指名報酬委員会の答申を踏まえて取締役会にて決定することとしてお
ります。

⑥ 金銭報酬の額、ならびに業績連動報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割
合の決定に関する方針
業務執行取締役の種類別の報酬割合については、役位によらず一律としております。
固定報酬については、役位ごとに定め、指名報酬委員会において検討を行います。取締

役会は、指名報酬委員会の答申内容を尊重し、当該答申を踏まえて取締役の個人別の報酬
等の内容を決定することとしております。
変動報酬については、直前事業年度の実績による業績指標の達成度合いに基づいた係数

を固定報酬（年額）に乗じて算定した金額としております。
なお、報酬等の種類ごとの比率の目安は、業績指標を100％達成した場合、固定報酬：

変動報酬＝100：25としております。
⑦ 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については、代表取締役社長がその具体的内容として、業務執行取締役
の固定報酬（年額）の額および変動報酬における業績指標の達成度合いに基づく配分係数
を策定することとしております。取締役会は、代表取締役社長によってその権限が適切に
行使されるよう、指名報酬委員会に原案を諮問して答申を得るものとし、指名報酬委員会
の答申を踏まえて、取締役会で決議しております。
うち業務執行取締役の個人別の報酬等については、内容を決定するにあたり、取締役会

の諮問に対して、事前に指名報酬委員会にて決定方針との整合性を含め、多角的に審議検
討を行っております。取締役会は基本的にその答申を尊重しており、当該個人別の報酬等
の内容は決定方針に沿うものであると判断しております。
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⑧ 当事業年度に係る業績連動報酬等の内容
業務執行役員を対象とし、当該事業年度の連結営業利益率の実績に基づく下記係数を対

象取締役個別の報酬年額に乗じて算定した金額を支給することとしております。
算定に使用する係数は2024年８月20日開催の取締役会にて決議しております。なお、

当事業年度の連結営業利益率は10.2％となっております。
連結営業利益率 乗ずる係数

15.0％以上 0.50

14.0％以上 15.0％未満 0.45

13.0％以上 14.0％未満 0.35

12.0％以上 13.0％未満 0.25

11.0％以上 12.0％未満 0.15

11.0％未満 0.10
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（4）社外役員に関する事項（2025年５月31日現在）
① 重要な兼職先である法人等と当社との関係

重要な兼職先である法人等と当社との関係につきましては、23頁に記載のとおりであ
ります。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

③ 当事業年度における主な活動状況
取締役会等への出席状況および発言状況

区 分 氏 名 出席状況および発言状況等

社 外 取 締 役
（監査等委員） 國 井 達 夫

当事業年度開催の取締役会16回の全てに出席し、また監査等委員
会13回の全てに出席して、主に弁護士としての専門的見地から、
適宜発言を行っております。
その他、取締役会の諮問に応じて取締役の指名・報酬等について
答申を行う指名報酬委員会の委員を務め、当事業年度開催の１回
全てに出席しております。

社 外 取 締 役
（監査等委員） 鈴 木 芳 郎

当事業年度開催の取締役会16回の全てに出席し、また監査等委員
会13回の全てに出席して、主に会計・税務の専門的見地から、適
宜発言を行っております。
その他、取締役会の諮問に応じて取締役の指名・報酬等について
答申を行う指名報酬委員会の委員を務め、当事業年度開催の１回
全てに出席しております。

社 外 取 締 役
（監査等委員） 金 子 基 宏

当事業年度開催の取締役会16回の全てに出席し、また監査等委員
会13回の全てに出席して、主に企業会計・企業統治の見地から、
適宜発言を行っております。
その他、取締役会の諮問に応じて取締役の指名・報酬等について
答申を行う指名報酬委員会の委員長を務め、当事業年度開催の１
回全てに出席しております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中の記載金額および持株数は、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。また、比

率については、表示桁未満の端数を四捨五入しております。

― 27 ―

2025年07月22日 16時53分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



連 結 貸 借 対 照 表
（2025年５月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 30,789,275 流 動 負 債 5,218,529

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
金 銭 の 信 託
棚 卸 資 産
為 替 予 約
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

13,355,934
4,514,550
533,923

10,849,458
690,535
844,874

22,208,288
13,175,430
9,750,207
585,732

1,918,400
32,763

888,325
245,449
245,449

8,787,408
966,468

1,026,750
6,765,279

70,039
△41,129

買 掛 金 629,689
未 払 法 人 税 等 987,197
ポ イ ン ト 引 当 金 134,704
契 約 負 債 128,094
資 産 除 去 債 務 30,148
未 払 費 用 2,563,568
そ の 他 745,126

固 定 負 債 3,072,081
退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,253,424
資 産 除 去 債 務 1,802,582
繰 延 税 金 負 債 3,084
そ の 他 12,990
負 債 合 計 8,290,611

純 資 産 の 部
株 主 資 本 45,980,988

資 本 金 3,566,800
資 本 剰 余 金 3,950,696
利 益 剰 余 金 38,492,111
自 己 株 式 △28,619

その他の包括利益累計額 △1,274,035
その他有価証券評価差額金 238,040
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 477,384
為 替 換 算 調 整 勘 定 △2,132,756
退職給付に係る調整累計額 143,295
純 資 産 合 計 44,706,952

資 産 合 計 52,997,563 負 債 純 資 産 合 計 52,997,563
※ 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2024
2025

年
年

６
５

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 57,701,337
売 上 原 価 23,550,676

売 上 総 利 益 34,150,660
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 28,244,540

営 業 利 益 5,906,119
営 業 外 収 益

受 取 利 息 27,744
受 取 配 当 金 4,859
為 替 差 益 6,456
受 取 地 代 家 賃 14,988
受 取 補 償 金 17,785
助 成 金 収 入 1,331
雑 収 入 24,833 98,000

営 業 外 費 用
金 銭 の 信 託 運 用 損 11,351
雑 損 失 3,459 14,811
経 常 利 益 5,989,308

特 別 利 益
そ の 他 1,166 1,166

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 103,649
減 損 損 失 224,391
そ の 他 38 328,079
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,662,395

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,993,937
法 人 税 等 調 整 額 △64,298 1,929,639
当 期 純 利 益 3,732,755
非支配株主に帰属する当期純利益 −
親会社株主に帰属する当期純利益 3,732,755

※ 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

― 29 ―

2025年07月22日 16時53分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



監査等委員会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、第47期事業年度（2024年６月１日から2025年５月31日まで）における取締役の職務の執行を監査いたし
ました。その方法及び結果について以下の通り報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づ

き整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及
び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事務所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年７月18日
株式会社ハニーズホールディングス 監査等委員会

常勤監査等委員 西 名 孝 ㊞
監 査 等 委 員 國 井 達 夫 ㊞
監 査 等 委 員 鈴 木 芳 郎 ㊞
監 査 等 委 員 金 子 基 宏 ㊞

（注）監査等委員國井達夫、鈴木芳郎及び金子基宏は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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堂ノ前児童公園
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定時株主総会会場ご案内図
会 場 福島県いわき市平字一町目１番地

いわきワシントンホテル椿山荘 ３階 アゼリアの間
電 話 0246（35）3000

●株主総会終了後の株主懇談会の開催はございません。何卒ご理解いただきますようお願い申
しあげます。

●株主総会に出席する役員および運営スタッフは、軽装（クールビズ）にて応対させていただ
きます。

○電車をご利用の場合
JR常磐線「いわき駅南口」より徒歩 約７分

○お車をご利用の場合
常磐自動車道 いわき中央I.C.より 約15分
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